
未来への道：
産業機械・建設業界 
4つのトレンド



はじめに 4

トレンド1：ESG意識の高まり 5

トレンド2：製品の提供からソリューションの提供へ 9

トレンド3：変化し続ける世界情勢 11

トレンド4：終わりのない人材獲得競争 13

未来に向けて 15

発行人 16

執筆者 17

巻末脚注 19

目次

未来への道：産業機械・建設業界4つのトレンド



日本語版発行に寄せて
本レポートは、世界の産業機械・建設業界に身を置く企業における多くの取り組みの潮流につき、
4つの主要トレンドを抽出し論じている。各社が直面する競争環境や事業機会・リスク、多様な
ステークホルダーから寄せられる期待や課題に敷衍しながら、各社が検討すべき事項について
論じている。

本レポートは、2023年にデロイト ネットワークにて執筆・発行した英語版グローバルレポート
「The road ahead: Four trends shaping the Industrial Products & Construction 
industry」の日本語版であるが、このグローバルレポートの生い立ちについて触れておきたい。
通常、デロイト ネットワークのような出自のファームが発行するグローバルレポートは、欧米チー
ムが執筆・発行するケースが多い実情もあることから、どうしても欧米からの視点を前提とする
ものとなりがちである。一方、本レポートの元になっているグローバルレポートは、当初構想か
ら初稿執筆、最終版レビューに至るまで、実際には日本チームであるデロイト トーマツ グルー
プが終始一貫して主導的に取り組んで作成されたものである。無論、日本チームが執筆した原
稿をベースに世界各国の同僚と共に推敲を重ねて最終化したことから、本レポートがグローバ
ルな視点を反映している点は論を待たない。と同時に、本レポートは、日本の皆様には特に一
層の親近感をもってお読みいただけるものになっているのではないか、とも秘かに願っている。
本レポートが、産業機械・建設業界における課題克服・目的実現へ向けた取り組みの一助に
なれば幸いである。

渡邊 耕太郎
パートナー
デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社
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はじめに

世界の産業機械・建設業界はかつてないほどに変
化し続けている。急速なグローバル化、技術の向上、
変化し続ける消費者の嗜好、そして絶えず更新され
る政府の方針が、製造、航空宇宙、防衛関連、エン
ジニアリングや建設といった産業の在り方を再形成
しており、競争スピードも急速に高まっている。

また同時に、障害も数多い。この時代に成功するた
めには、産業機械・建設業界の企業は不安定な地
政学的情勢、インフレ、サプライチェーンの混乱、コ
スト圧力や、スキルを備えた人材の不足に対応しな
がら、同時に環境、社会、ガバナンス（Environment, 
Social, Governance：以下「ESG」）に関する義務
のような新興トレンドや増大する顧客の期待値に応
える方法を探さなければならない。

明白なロードマップがない中、成功を望む企業は入
手可能な情報に基づき、リスクを認識したうえで事
業判断を下さなければならない。本レポートでは、
産業機械・建設業界の企業が今後検討すべき、4つ
の主要なトレンドを紹介する。また現在の事業戦略
を調整するにあたって各社が検討すべき点も記載し
ている。
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政府や多くの企業がパリ協定の目標達成に向けて取り組んでおり、ESGに関連した投資手段に注目が集まる中、産業機械・建設業界もその流
れに後れを取らないよう様々な手段を講じている。

2022年時点で製造業における二酸化炭素排出量は9.2GtCであった 1。多くの政府がこのような排出量の高い企業に対する政策を講じており、
広範囲にわたる政治的介入、テクノロジー導入や環境対策を実施し、クリーンエネルギーと脱炭素への移行を促している。例えば、炭素税、排出
量取引や、二酸化炭素の回収・貯留（Carbon dioxide Capture and Storage：以下「CCS」）技術および回収・貯留・利用（Carbon 
dioxide Capture, Utilization and Storage：以下「CCUS」）技術のための経済的支援といった取り組みが行われている（図1参照）。

図1：各国政府の主要な取り組みおよびクリーンエネルギー施策

トレンド1：
ESG意識の高まり

国名 ネットゼロ
目標

主なクリーンエネルギーへの取り組み／政策 EV認証／
補助金

炭素税 CCS／
CCUS

クリーン
水素

米国 2050 CEMI、CEDI、IRA*

英国 2050 英国クリーン成長戦略、差額決済契約

ドイツ 2045 再生可能エネルギー資源法、国家水素戦略

フランス 2050 国家エネルギー・気候計画、国家低炭素戦略

中国 2060 再生可能エネルギー法、水素計画
（2021年から2035年）

日本 2050** 固定価格買取制度、日本の水素産業戦略

インド 2070 国家水素ミッション

豪州 2050 クリーンエネルギーイニシアティブ（CEI）、
国家水素戦略

出所：巻末脚注参照

*CEMI：Clean Energy Manufacturing Initiative。CEDI：Clean Energy Demand Initiative。IRA：インフレ抑制法（Inflation 
Reduction Act）。

**日本には推進法に基づく法的拘束力のある手続きがあり、2050年のネットゼロを目標に2030年までの進捗を確認することとされている
一方、ネットゼロ目標の確認をすること自体についての法規定は存在せず政策資料に記載されているのみであることから、法的拘束力はない。
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また同時に、ESGに関する義務は投資および合併・買収（Mergers 
and Acquisitions：以下「M&A」）の両方において重要な役割を担
うようになってきている。今日の投資家や買収者はポートフォリオに「環
境」の視点を盛り込むことに注目しており、結果としてデューデリジェ
ンスの取り組みにESGを盛り込む動きが出てきている。産業機械・建
設業界は、以下の様々な点で、こういったESGに関する変化の影響を
受けている。

ESG投資
2021年末から2022年6月の間にESG関連ファンドに投資された資
産合計額は2.9兆米ドルから2.5兆米ドルと15％減 2であったものの、
ESG関連の投資信託および上場投資信託（Exchange Traded 
Funds：以下「ETF」）においては2022年を通じて純総額1,200億
米ドルが新たに投資された 3。実際のところ、資本は従来の運用先から
転じてESGへの投資へと移行しているという調査結果があるが、その
理由は、ESGへの投資の市場背景が悪化しにくいからということ以上
に、投資家の望むものが構造的に変わったためレジリエンス（回復力）
が高いからと考えられる。

2022年に欧州では、新たにESGに投資された資産の割合が著しく上
昇した。Morningstarによると、2022年にESG製品に資産フロー全
体の65％が投資され、2021年の53％から更に上昇した 4。またESG
のETFおよびコモディティ上場投資信託（Exchange-traded 
Commodities、ETC）は2,709億米ドルに上った 5。

M&AにおけるESG
ESG投資に求められる喫緊性や価値損失の危険性は、M&Aの動きに
明白な影響を与える。30％を超える企業で気候変動による事業運営
上の影響が出ており、2022年の自然災害に起因する世界的な経済損
失は約3,130億米ドルと推定されている6。

このことから、未公開株式（Private Equity：以下「PE」）およびベン
チャーキャピタル（Venture Capital：以下「VC」）の投資家たちは、
新たな投資先の選定や価値評価、そして対象企業の合併後の統合を
検討する際、ESGを非常に重要な要素として捉えている。特にリソース、
労働条件、廃棄物、エネルギー、市場アクセスなどに関して、危険性や
機会への理解を深めようとしている。

それと同時に、現在ESGは価値を生み出す重要な要因として認識さ
れており、新たなM&Aの機会を創出している。増加し続けるPE投資
家やVC投資家は、中レベル程度のESG企業をディスラプターに成長
させ、また地方政府のエネルギー税に関する控除や優遇措置を活用し
（それにより見通し困難な事業の実現可能性が高まる）、取引を通して
サステナブルで倫理的な価値を最大限収得しようと努めている。

特筆すべきはこのトレンドがPE投資家のみに限定されていないことで
ある。最近のDeloitte調査によると、CFOの46％が買収戦略におい
てESG面を考慮する意向であることが判明した 7。また同時に、所謂イ
ンパクト投資自体も急速にM&A戦略のひとつとなりつつある。2021
年には、企業がESGに関連した買収に投じた金額は約1,880億米ド
ルとなり、最高額を記録した 8。

とは言うものの、ESGに関するリスクや機会を数値で表し、価値目標
を定めることはいまだ非常に複雑である。なぜなら関連データの大半
は比較できる性質ものではなく、規制に関する基準も地域により全く
異なるため、全体を整然と分類することができないからである。合併ス
ピードを正確に判断し、ESGに関する戦略的優先事項の数々を調整し、
経営陣を動機づけることができなければ、価値の創出が妨げられる可
能性がある。より長期的には、企業は自社の存在意義・目的を見失う
ことなく、案件の論理的根拠を再確認して前提条件を検証していく必
要がある。

ESGに関する規制
このような状況をスムーズに乗り切り、気候関連の企業レポートの信
頼性向上を求める投資家からの要求の高まりに対応するために、世界
中の規制当局ではESG開示要件を標準化し、サステナビリティに関し
て全体にわたり一貫性や透明性をもって報告ができるよう仕組み作り
が行われている。

例えば、インド証券取引委員会（Securities and Exchange Board 
of India、SEBI）は時価総額上位1,000社に対し、事業の責任および
持続可能性に関する報告書（Business Responsibility and 
Sustainability Reporting、BRSR）に関する国内規格に準ずる義務
を課した。FY2021～22の報告は任意、FY2022～23の報告は必須
である10。米国証券取引委員会も同様に、米国内に拠点を置く登録者
および民間発行体に対し、年次の財務報告時において気候関連の情
報開示を求める予定としている。

ケーススタディ：Hempelによる 
Farrow & Ballの買収
ESGも考慮した近年の戦略的買収の例
として、大手塗料メーカーHempel 
Groupが、エコフレンドリーな製品ライ
ンナップを揃え高級塗料・壁紙を手掛け
るFarrow & Ballを買収したケースが挙
げられる9。
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米国や欧州は、税の優遇措置や政府による強力な支援、および資
産の成熟度を梃に、世界各国からのESG投資を呼び込んでいる。
2023年第2四半期には、米国および欧州いずれのサステナブル
ファンドもおよそ200億米ドルの資産成長を達成した 11。世界的
に規制が調整されていくと、企業の投資機会も増加していく。この
ような投資と、質の高い監査、モニタリングや報告の仕組みを構築
して維持するために必要なコストとのバランスを取ることが、企業
にとって鍵となる。

産業機械・建設業界へのESGの影響
ESGと責任ある投資検討はビジネスモデルの形を大きく変化させ
ており、将来的にはM&Aにおいてその観点が本質的に盛り込ま
れるようになるだろう。

このような動きは必然的に、産業機械・建設業界分野において競
争力、収益性や資産面で新たな機会を生み出すことになる。

それは一方で、顧客、投資家、従業員、社会や政府からの増大し
続ける要望に対応しなければならないという認識を企業が持つ必
要があるということでもある。公正でサステナブルな市場を作り出
す際にさらに大きな役割を企業に期待するという傾向はますます
強くなっている。

このような背景もあり、産業機械・建設業界の企業は自社のESG
に対する姿勢に一層注目し始めている。この変化に真っ先に対応
している企業は、既に事業戦略にこれまでよりも広義の目標を盛
り込み、将来に向けたトランスフォーメーションを始めている。政
府の優遇措置の活用、製品の変革の優先、台頭する革新的なク
リーンエネルギースタートアップ企業の買収を行い、それによって、
電気自動車、リチウムイオン電池、風力タービン、電気ケーブルや
燃料電池などに対する増大する顧客要望に応えながら、同時に
カーボンフットプリントや炭素税支出を削減できるよう、備えてい
るのである。

製品製造をグリーンエネルギーに移行することで得られる5つのメリット

 • 存在感を増すクリーンエネルギー業界で世界的な競争力を強化できる

 • 革新的な新しいグリーン製品の基盤をもたらすことができる

 • サステナビリティが向上する

 • 現世代、次世代の働き手に仕事を創出できる

 • 世界の規制当局や物言う株主からの増大し続ける要望に対応できる

7

未来への道：産業機械・建設業界4つのトレンド



製品提供に関する検討点：

主要な戦略に関する検討点：

 • ネットゼロへの移行を最大限実現するためには、製品提供に際してどのクリーンエネルギー技術を優先するべきか。

 • 製品やビジネスモデルを通してそのような一層クリーンな技術を使用できるようにするために、どのように研究開発の
取り組みを推進すれば良いか。

 • ネットゼロ目標を達成するには、現在の戦略はどれくらい効果があるか。また戦略を強化する方法はなにか。

 • 脱炭素目標達成に役立つテクノロジー、方法、アプローチはどれか。 
（例えば、再生可能エネルギーの利用法として：コーポレートPPA、CCUS、燃料としてのグリーン水素またはアンモニア、
バッテリーストレージのコロケーション、サプライチェーン全体でのフットプリント削減を促すサステナブルな調達等）

 – そのテクノロジーへの投資、またはその開発に使用できる十分な資金があるか。

 • クリーンテクノロジーの分野でオーガニックな成長、インオーガニックな成長の両機会を実現するために、どのように構
築、買収、コラボレーションを進めていくか。

 • 高いコスト効率でカーボンフットプリントを削減し、同時に気候変動リスクに対してレジリエンスのある事業を実現して
いることをどのようにステークホルダーに示すか。

 • 自社で開示するESG関連情報は、多くの国や変化する規制全体において複数のESGの枠組みを遵守したものであるか。

ケーススタディ：リライアンス・インダストリーズ（インド）
コングロマリット企業であるリライアンス・インダストリーズは、エネルギー、原料、リテール、エンターテイメントお
よびデジタルサービスを網羅する総合的な企業であるが、さらに「再生可能エネルギー企業」の名称も近々これに
加わると考えられる。

同社は、今後3年間で95億米ドルを再生可能エネルギーに投資する計画である。これには、インドのグジャラート
州ジャームナガルにあるDhirubhai Ambani Green Energy Giga Complexと呼ばれる、5,000エーカーのグ
リーンエネルギー統合コンプレックスへの75億米ドルの投資も含まれる12。

このコンプレックスは統合的な再生可能エネルギー製造施設の中でも世界で最大規模になると考えられる。インド
経済や世界経済における脱炭素化に必要な電解槽、燃料電池やバッテリーストレージといった補助的な資材や機器
が製造される予定である。
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これまで、産業機械製造企業のビジネスモデルでは主に製品ポートフォ
リオの強化や新規市場の拡大への取り組みに焦点が当てられてきた。
しかしながら、競争の激化、プロセス改善がもたらすインパクトの減少、
そしてハードウェアのイノベーションの鈍化などにより、従来の手法の
みで収益を維持することは困難になってきている。

この課題を乗り越えるため、主に2つの手段を運用モデルとする製造
業企業が増えている。1つはスマートファクトリーへの投資、そしてもう
1つは、統合されたハードウェア、ソフトウェア、サービスといった、より
ソリューションベースなモデルへの変更である。

スマートファクトリーの躍進
産業機械・建設業界の企業が急速に進化する市場に対応できるよう
になるには、スマートファクトリーが不可欠である。インダストリー4.0
およびファクトリー4.0のムーブメントのひとつとして捉えられているス
マートファクトリーでは、モノのインターネット（Internet of Things：
以下「IoT」）、クラウドコンピューティング、アナリティクス、人工知能
（Artificial Intelligence：以下「AI」）や機械学習のようなツール、そ
して自動化や没入体験を活用してデータの収集や分析、製造効率の強
化、製品品質の改善、流通の合理化、ダウンタイムの短縮を行い、事
業上の意思決定の精度向上やコスト削減を可能にしている（図2参照）。

メルセデスベンツのスマートファクトリーを活用し、喫緊の市場課題に
対応しているダイムラーを例として挙げる。「ファクトリー56」として知
られるこの「未来の工場」は、品質を犠牲にすることなく製造における
柔軟性や効率性を向上させるよう設計されている。例えばある製造エ
リアではこれまでの組み立てラインをドライバー不要の運搬システムに
替えた。これにより既存の運用を遮ることなく、また工場内の配置を再
設計することなく、シームレスに製造を調整することが可能になった。
ダイムラーの工場は更に全バリューチェーンと完全につながっており、
そこではデジタルなトラッキングやトレースの手法が用いられている。

これにより、世界中の積み荷の状況を確認しながら、サプライチェーン
で生じた不整合を早期に検知し、対応までの時間を短縮することがで
きる13。

加えて、多くの企業が自社のスマートファクトリーを拡大する手段とし
てスマートインダストリー技術のスタートアップ企業にも投資している。
2017年のテスラによる自動製造設備のデザイン会社Perbixの買収
もその一例である14。

トレンド2：
製品の提供から
ソリューションの提供へ

図2：スマートファクトリー構造図およびイネーブラー

戦略イネーブラー テクノロジーイネーブラー コアとなる要素

出所：ガートナー
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ソリューションベースのビジネスモデル
ソリューションベースのサービス提供には、価値の付加や既存の製品
ラインを補完するためのアフターマーケットのサポートといった機会が
ある。例えば航空宇宙の大手企業はコア製品の提供に加え、幅広いデ
ジタルアフターマーケットソリューション、製品性能や製品修理に関す
るエンジニアリングサービスを提供し始めている。同様に、多くの企業
がこういった近接領域での成長を求めてM&Aを活用している。近年
の事例として、製造業向けに予防保全および資産インテリジェンスを
提供するSenseyeがシーメンスに買収されたケースがある15。

このようなオーダーメイドのソリューションは、コングロマリット企業が
競争力の面で競合他社より優位に立ったり、成長を促進させたり、変
化する顧客の要望に迅速に対応して長期的な関係を構築したりする際
の一助となる。また成熟した市場に新たな機会を創出したり、新しい
機器の販売や価格決定の際の循環変動に起因する影響を企業が回避
したりする際にも役立ち、サステナビリティへのコミットメントを実現す
るための道筋ともなる（ソフトウェアやサービスはその製造プロセスが
複雑で炭素集約型ではないため、実現可能と考えられる）。

このようなサービスやソリューションモデルがもたらしうる最大のメリッ
トは、新型コロナウイルス感染症の流行後に惹き起こされた、機器の
注文数停滞、サプライチェーン問題や設備投資の課題などといった多
くの難題を事業において最小限にとどめるために役立つということで
はないかと考える。

戦略に関する検討点：
 • 顧客満足度を向上させるために、現在の製品
ポートフォリオに加えてどのような高付加価値
サービスを提供できるか。

 • 求めるPaaS（Platform-as-a-Service）モデ
ルの構築に必要な人材や事業のノウハウをど
のように集約できるか。

 • 新しい製品、ソリューション、ビジネスモデル
や最終的には新たな収入の機会を生み出す
ためのイノベーション研究開発をどのように
加速できるか。

 • 収益性と競争力を向上させるために理想的な、
製品とソリューションの混和はどのようなもの
であるか。この目標達成までの想定期間はど
れくらいか。

 • 成長分野で自社の能力を向上させるために、
買収は役立つか。

ケーススタディ：日立製作所のLumadaをベースにしたソリューション提供モデル
2016年5月、多国籍コングロマリット企業である日立製作所はLumadaを立ち上げた。Lumadaとは、AI、デー
タ分析、セキュリティ、ロボティクスや制御のテクノロジーなどの先進ソリューションを提供できるようデザインされ
たプラットフォームである。このプラットフォームの目的は、新たなイノベーションを迅速にそして柔軟に創出するた
め、包括的かつオーガニックに日立グループ内のリソースを活用できるシステムを作ることである。

2019年にはLumada Video Insightsをローンチしてプラットフォームを拡充した。Lumada Video Insightsは、
同社の顧客やパートナーがビデオを活用して安全性や品質、廃棄物削減などに関連する運用ゴールを目指せるよう
にデザインされたサービスである。この付加価値の高いソリューションによる収益は既に70億米ドルを超えた。

2021年には、GlobalLogicを96億米ドルで買収し、さらにLumada部門を拡充させた。GlobalLogicは米国を
ベースとしたデジタル運用強化の柱となった 16。

2020

1.11

CAGR：31.5％

1.61
1.92

2021 2022

図3：Lumada収益（兆円）

出所：ガートナー
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近年、海外直接投資（Foreign Direct Investment：以下「FDI」）フ
ローは世界的に著しく増加している。国連によると2021年には1.65
兆米ドルに達したが、これは前年比64％の増加であり17、産業機械・
建設業界全体にトリクルダウン効果をもたらした。パンデミックと世界
的な貿易戦争の両要因により従来の需要供給ファクターが混乱したこ
とで、世界の産業機械・建設業界バリューチェーンに変化が訪れている。
このため、企業はサプライチェーンや製造拠点の再考を余儀なくされ
ている。このトレンドに先進的な製造テクノロジーが加わり、リショアリ
ングやこれまで見過ごされてきた市場での製造ハブに、新たに多額の
投資が行われるようになっている。

手法や規模の大小の差はあれ、世界の多くの地域ではこの投資の増
加から利益を得ている。例えば米国ではFDIフローは114％増の
3,230億米ドル、クロスボーダーM&Aは価値ベースで約3倍の2,850
億米ドルを達成した。また中国では1,790億米ドルという高額なイン
フローが発生し、東南アジア諸国連合（Association of Southeast 
Asian Nations、ASEAN）全体では35％のインフロー増加を達成し、
加盟国の大半で増加が見られた 18。

日本やインドなどの製造業部門は、主にテクノロジー、人材やその他
重要なリソースが入手できることから海外のプレイヤーの投資ハブとし
て急速に発展を遂げている。またインドのように海外の投資家が製造
業や工業オートメーション向けテクノロジー人材やテクノロジー資源に
狙いを定めている国では、M&A活動も急増している。同時に、グロー
バルサプライチェーンが解体されることでローカルのプレイヤーは新た
な投資機会を獲得している。2022年にインドのTata Motorsが
Ford Motor Companyのインドの製造拠点を購入したことがこれを
裏付けている19。

一般的に、以下のような鍵となるトレンドが影響して、投資家が産業機
械・建設業界に関心を持つようになっている。

高まる新興経済圏の魅力
新興経済圏は多くの理由から投資家を惹きつけている。新興経済圏は
先進市場よりも多くの経済的成長を得るだけでなく、先進地域におけ
る金融危機による影響を受けにくい傾向がある。加えて、新興経済圏
の資本は保有率の低いものが多く、価値評価も魅力的である。

世界が国連の持続可能な開発目標（Sustainable Development 
Goals、SDGs）の達成を望んでいるのであれば、新興経済圏への投
資もまた不可欠である。これにより、新興経済圏の多くの地域で投資
を加速させる民間セクターと公的セクターのコラボレーションの増加
を目にするようになってきている。

上述のトレンドは、拡大を見据えている企業が新興市場を魅力的だと
捉えている建設業界で、特に顕著である。緩やかな融資条件と大規模
なインフラ刺激策が相まって、多くの地域で投資が進んでいる。市場へ
参入する際のスターティングポイントとしてM&Aを活用している建設
企業もあり、これが同業界の評価を押し上げている。実際のところ、世
界の建設市場は2030年までに15.2兆米ドルまでに成長し、うち8.9
兆米ドルは新興市場に投資されると予想されている20。

しかしながら新興市場への拡大を望む建設企業にとって、材料費や燃
料価格の高騰、複雑なサプライチェーンや不安定な賃金といった背景
から発生するキャッシュフローの課題を回避するためにも、自社の経
済状況に常に目を配っておくことはやはり大切である。

トレンド3：
変化し続ける世界情勢
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海外投資家を惹きつけるインドの製造業部門
インドの製造業部門は2000年4月～2021年12月の間に1,042億米ドルのFDIを受けた 21。これはインド政府の「Make in India」の
取り組みによるところが大きい。この取り組みは製造にリンクしたインセンティブなど、製造業企業に様々なインセンティブを提供するもの
で、道路、輸送や高速道路などのインフラ関連のプロジェクトに適用される。

テクノロジースタートアップ企業の魅力
世界中のPE投資家が、大企業の、不採算だがポテンシャルは高い（そ
しておそらく過小評価されている）テクノロジーを持つ事業部門の買収
に対して、関心を高めている。例えば2022年6月、PE会社Clayton 
Dubilier & RiceはRoper Technologiesの産業事業について過半
数の株式を取得した 22。

このトレンドは、宇宙産業へと急速に広がりを見せている。宇宙産業は、
何十年もの間政府機関により管理されていたが、近年民間投資に門戸
が開かれた。当該業界や関連業界の企業は、テクノロジーイノベーショ
ンの促進や競争力の強化に資するスタートアップ企業の買収を望んで
いる。

これらの事例は、グローバルイノベーションを推し進めるスタートアッ
プ企業やエコシステムに対する更なる積極投資が、産業機械・建設業
界の利益となり得ることを示唆している。

サプライチェーンのレジリエンスの強化
近年のパンデミックによる活動停止、国際輸送の不足や天候の悪化に
より、サプライチェーンは大混乱に陥った。これらの要素に加え、ロシ

アとウクライナの戦争、米国と中国間の関税や制裁といった地政学的
な緊張は、多くの企業がサプライチェーンのレジリエンスの強化を考え
るきっかけとなった。

これが結果的に製造拠点の移管をもたらした事例がある。例えば一部
の自動車部品メーカーでは、中国の江蘇省沿岸からメキシコ中部のグ
アナファト州に移管して部品製造を行っている（これはサプライチェー
ンの問題によるものでもあるが、自動車関連の大部分は北米で生産さ
れなければならないという米国・メキシコ・カナダ協定によるもので
もある）。またサプライチェーンによる提供不足を回避するために、完
成車メーカー（Original Equipment Manufacturer、OEM）の多く
が半導体チップの内製化を検討し始めている。

これにより、様々な地域で製造拠点の再編が進むこととなった。例え
ばアジアでは、多くの企業が中国から東南アジアに工場を移設しつつ
ある。これまで西ヨーロッパのサプライチェーンに依存してきた企業は、
これをルーマニアや西アフリカなどといった別の地域に変更している。
一方、北米の企業はアジア事業の比重を高めることにより、既存市場
における将来的な景気後退に備えようとしている。

戦略に関する検討点：
 • マクロ経済の不確定要素や地政学的な緊張が続く中、事業継続性に関連するリスクをどのように管理していくのか。

 • 特定のメーカーのみに依存せず、複数の部品サプライヤーを活用するにはどうすればよいのか。

 • 現在の課題に対応できる最も効果的な方法はなにか。（例：成長を促進するには、買収、構築／投資、コラボレーション
のどれが適切か）

 • 大規模なインフラ計画で海外の投資家を誘致するには、どのような手段を取るべきか。

 • 国内外の競合他社との差別化を図り、最終的に海外から高い評価を得て多額の投資を獲得するにはどうするべきか。

 • 自社収益のうち、国外から（輸出を通して）得られるものの割合はどの程度か。PE投資家の関心を得るにはどのように
これを活用できるか。

未来への道：産業機械・建設業界4つのトレンド
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産業機械・建設業界の多くの企業にとって、質の高い人材を惹きつけ
確保し続けることは、依然として重要な課題である。パンデミックがこ
の問題を悪化させたとはいえ、実はこの終わりのない人材獲得競争は
以前から存在していた。そして事態はさらに悪化すると予想されている。

2030年までに世界では労働人口が8,500万人不足し、年間収益で
8.5兆米ドルが未達成となり、これが損失となると予測されている。労
働人口の不足は中国で最も顕著であり（1,200万人）、次いでロシア
と米国（それぞれ600万人）となっている23。ヨーロッパではフランス
に次いで、ルーマニア、イタリア、トルコ、そしてドイツの順に、欠員の
補充が困難となると考えられている。

この人員欠如には多くの理由がある。低賃金、労働者の高齢化、そし
てスキルを備えた人材の不足は従前からの問題である。インダストリー
4.0の下で、産業機械・建設業界企業がロボットのチーム化、スマート
ファクトリーの管理、デジタルツインエンジニアリングなどに関する新
たなスキルセット習得に向けた教育を行おうとする中、管理人材の欠
如が起こっている。一方、製造現場での業務は著しく自動化されつつあ
る。産業機械・建設業界ではまた、以下のような問題にも直面している。

 • 認知の問題―産業機械・建設業界はしばしば、肉体労働・手作業
が多い、衰退産業である、環境保護の取り組みに消極的、といった
捉えられ方をしている。これが原因で、高収入や最先端テクノロジー
でなければあまり興味を示さない専門性の高い若い働き手を惹きつ
けることが困難になっている。

 • 認識不足―産業機械・建設業界関連職業の賃金水準や、ここ数十
年で多くの業務の様態を変化させてきた様々な技術的向上を単に認
識できていない人が多い。

 • 労働者が求めるものの変化―従業員となり得る人材は、ますます
ウェルビーイング、企業の存在意義や目的、ダイバーシティ・エクイ
ティ&インクルージョンに注目していることから、自分が受け入れら
れていると感じられ、柔軟なスケジュールで勤務が可能で、家から近
い職場環境を求めている。

かかる課題を一挙に解決できる策はないが、以下のような施策は検討
に値するかもしれない。

賃金の引き上げ
産業機械・建設業界の離職者のうち、完全に離職した人材も一部に
はいるが、大半の人材は高い賃金などのより良い環境を求めて転職し
ている。

よりスキルの高い人材を惹きつけたいのであれば、賃金を引き上げる
ことでほぼ確実に応募者数を増やすことができる。当然、賃金引き上
げにはおのずから複数の課題が生じる。利益をカットするか、末端価
格にコストを上乗せするか、判断しなければならない。

とはいえ、近年多くのセクターで賃金の引き上げはあまり行われてこな
かったことから、これを是正する時期に来ているとも考えられる。例え
ばカナダの鉱業と製造業では求人率の高さに比べ賃金成長率は微増
にとどまっている24。需要を満たすには、人力による製造業務の高リス
クを考慮し、より多くの賃上げが必要かもしれない。

トレンド4：
終わりのない
人材獲得競争
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アップスキリングとリスキリングの取り組み
多くのスキルを持つ人材が定年により離職していることも今日の人材
不足の一因ではあるが、主な原因は、産業機械・建設業界において
AIや自動化のような先進テクノロジーに依存する度合いが増加してい
ることにあると考えられる。かかる新テクノロジーは事業プロセスの合
理化や職場での効率向上に役立つが、テクノロジーを使いこなす適切
なスキルが労働者に求められるということでもある。

新たな形態のテクノロジーを使用するために労働者をトレーニングす
ることで、労働力不足を解消するだけでなく既存の労働者の生産性向
上にも役立ち、求人需要を減らすことも可能となる。このことは、雇用
者側が労働力不足に対応するために機器とソフトウェアに投資してい
る分野で証明されている。

産業機械・建設業界への興味を築く
長年にわたり、多くの国で雇用者側は記録的な数の定年退職者を後任
者と交代させることが果たして可能なのか、懸念を抱えている。例えば、
米国だけでも定年退職年齢の65歳に達する人の数は1日1万人に上
り、少なくとも2029年まではこのペースが続くとみられている25。

この不足を補う方法のひとつは、若手労働者に教育プログラムや実習
プログラムに参加してもらって産業機械・建設業界を理解してもらえる
よう、組織的に支援することである。

より受け容れられやすい職場を作る
産業機械・建設業界の雇用者側は、より多様なグループの人材を惹き
つけることで、人材の層を厚くすることができる。これは、よりインクルー
シブな施策を展開して文化を醸成し、ウェルビーイングや存在意義・
目的に焦点を当てた職場を作ることにより可能となる。

例えばドイツのメルセデス・ベンツのファクトリー56では、従業員がシ
フトをより柔軟に選べるようにするための「Pool of Shift Employees」
という制度を試行している。従業員がより良いワークライフバランスを
実現できるよう、アプリで勤務時間を選べるようにすることを目標とし
ている26。

戦略に関する検討点：
 • クリーンエネルギーでの製造へスムーズに移行するための適切なスキルセットを従業員に確実に習得させるには、
どうするべきか。

 • 適切な人材を惹きつけ、確保するための現在の施策はなにか。その施策のレベルは最も近い競合他社と比較して
どの程度か。

 • 競争で成功するための適切な各種スキルを従業員に確実に習得させるには、どうするべきか。

 • 長期にわたって運営面・財務面で利益を得るには、どのような省力化テクノロジーに投資できるだろうか。

 • 買収は成長分野における自社の人材強化に役立つか。

未来への道：産業機械・建設業界4つのトレンド
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今日の産業機械・建設業界には、成功を悠然と享受している余裕はない。この急
変し続けるビジネス環境にうまく対応するためには、ESG、付加価値の高いサービ
スや製品の提供、地政学的な変化、そして成長計画における人材戦略といった要
素の検討が不可欠である。

具体的には、産業機械・建設業界は次のことに注意を払うべきと考える：

 • ESGをビジネス戦略に組み込み、製品開発、会計、ビジネス戦略、運営、コンプ
ライアンス、ステークホルダーとの関係等、事業の全局面においてESGが盛り込
まれているようにする。

 • 価値を提供することに焦点を当て、変わり続ける顧客の要望や激化する競争に
対応する。かかる対応には、最終顧客のニーズを理解するための方策を講じるこ
とや、ニーズを満たすために製品提供のさらなる先を見据えることも含まれる。

 • 新たな脅威や機会について常に最新情報を入手しておく。グローバルな組織は新
興トレンド、政治情勢や政府の優遇措置を常に把握しておく必要がある。

 • 既存の自社人材を強化するための方策を講じる。かかる施策には、積極的に既存
チームメンバーのスキル開発をすることにより産業機械・建設業界における変わ
り続けるニーズを満たすこと、実習プログラムや教育プログラムへの参加を通して
新たな人材採用することや、職場環境をより魅力的にすることなどが含まれる。

弊社グループでは、今日・明日の産業機械・建設業界における皆様の成功に向け、
各種助言等を行っております。詳細についてはお問い合わせください。

未来に向けて

未来への道：産業機械・建設業界4つのトレンド
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